
令和７年度東京都献血推進協議会 次第 

 

  日時 令和８年３月４日（水曜日）午後５時００分から 

方法 WEB 会議形式による開催 

 

１ 開   会 

２ 委 員 紹 介 

３ 令和７年度血液製剤適正使用部会活動報告 
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（１） 都内の献血状況と献血者確保の取組について 

（２）令和８年度東京都献血推進計画（案）について 

５ 閉   会 
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東京都献血推進協議会設置要綱 
昭和 40 年 2 月 15 日（40 衛薬衛発 第    30 号決定） 

改正 昭和 42 年８月 １日 （42 衛薬衛発 第   165 号決定） 
改正 昭和 59 年５月 29 日 （59 衛薬薬   第   193 号決定） 
改正 平成 ５年３月 31 日 （４ 衛薬薬   第  1536 号決定） 
改正 平成 ８年９月 10 日 （８ 衛薬薬   第   969 号決定） 
改正 平成 13 年４月 18 日 （13 衛薬薬   第   118 号決定） 
改正 平成 14 年４月 １日 （14 健サ疾   第     5 号決定） 
改正 平成 15 年４月 １日 （14 健サ疾   第  1661 号決定） 
改正 平成 16 年４月 26 日 （16 健サ疾   第     3 号決定） 
改正 令和 ５年３月 ８日（４ 福保保疾 第 2155 号決定） 
改正 令和 ５年６月 30 日（５ 福保保疾 第  587 号決定） 

 
（設 置） 

第１ 血液事業に関する施策の策定及び実施に当たって、公正の確保及び透明性の向上を図るために、東京都
献血推進協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（協議事項） 
第２ 協議会は、「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」第 10 条第４項に基づき国が示す当該年

度の献血による血液確保目標量を達成するため、次に掲げる事項を協議する。 
(1) 献血の普及啓発に関すること。 
(2) 献血協力組織の育成に関すること。 
(3) その他献血推進に関すること。 

（構 成） 
第３ 協議会は保健医療局長が委嘱又は任命する次に掲げる者をもって構成する。 

(1) 学識経験のある者並びに職域及び地域団体等の代表者          １５名以内 
(2) 関係行政機関の職員及び東京都職員                            ６名以内 

 ２ 前項(1)のうち、東京都赤十字血液センター所長の役職にある者については、委員として指定する。 
（会 長） 
 第４ 協議会に会長を置く。 
 ２ 会長は保健医療局技監とする。 
３ 会長は、会務を総理する。 

 ４ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名する委員が職務を代行する。 
（任 期） 

第５ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 
２  委員は、その役割を退いたときに委員の資格を失い、後任の委員の任期は、その前任者の残任期間とする。 

（会 議） 
第６ 協議会の会議は、会長が招集し、主宰する。 
２ 協議会の会議は、必要の都度開催する。 

（部 会） 
 第７ 会長は、協議会の意見に基づき、必要に応じて、特定の事項ごとに部会を設けることができる。 
 ２  部会は、協議会の委員のうちから会長が指名する委員及び保健医療局長が別に委嘱又は任命する委員をも

って構成する。 
（会議の公開） 

第８ 会議及び会議に関する審議資料、議決事項、会議録等（以下「会議録」という。）は原則として公開す
る。 
２  会議及び会議録等を公開するときは、会長は必要な条件を付すことができる。 

（庶 務） 
第９ 協議会に関する庶務は、保健医療局保健政策部において行う。 

（その他） 
第 10 協議会の開催に当たっては、必要に応じ、第３に掲げる者以外の者を出席させて意見を聞くことができ
る。 

（施 行） 
第 11 この要綱は、昭和 40 年 2 月 15 日から施行する。 

附 則 
１ この要綱は、決定の日から施行する。 
２ この要綱施行の際発令中の委員の任期は、第５の規定にかかわらず、平成５年３月３１日までとする。 

  附 則 
この要綱は、決定の日から施行し、平成８年７月１６日から適用する。 

  附 則 
この要綱は、決定の日から施行し、平成１３年４月１日から適用する。 

  附 則 
この要綱は、決定の日から施行する。  

 附 則 
この要綱は、決定の日から施行し、平成１５年４月１日から適用する。 
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 附 則 
この要綱は、平成１６年８月１日から施行する。 
  附 則 
この要綱は、決定の日から施行する。 

附 則 
この要綱は、令和５年７月１日から施行する。 
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東京都献血推進協議会 血液製剤適正使用部会設置に関する細則 

 

平成 15 年 10 月 24 日 15 健サ疾第 1262 号 医療サービス部長決定 

平成 16 年 4 月 26 日 16 健サ疾第    3 号 医療サービス部長決定

平成 18 年 12 月 12 日 18 福保保疾第 1405 号   保健政策部長決定 

令和 4 年 4 月 1 日 4 福保保疾第 954 号 保健政策調整担当部長決定

令和 5 年 6 月 30 日 5 福保保疾第 589 号        保健政策部長決定 

 

１ 目 的 

血液製剤の適正使用について協議し、輸血療法の安全性の向上を図るため、東京都献血推進協議会

設置要綱第７に基づき、東京都献血推進協議会（以下「協議会」という。）に血液製剤適正使用部会

（以下「部会」という。）を置く。 

 

２ 協議事項 

部会は、次の事項を協議し、協議会長に報告する。 

(1) 血液製剤の適正使用に関すること。 

(2) 輸血療法の安全性の向上に関すること。 

(3) その他血液事業に関する事項 

 

３ 委員及び専門委員 

(1) 部会の委員は、学識経験者等１０名以内、東京都職員３名以内とし、協議会委員のうちから

協議会長が指名する委員、及び協議会長が指名する者のうちから保健医療局長が別に委嘱又は

任命する委員をもって構成する。 

(2) 専門の事項を調査審議するため必要があるときは、部会に専門委員を置くことができる。 

(3) 専門委員は、２名以内とする。 

 

４ 部会長 

部会に、部会長を置く。 

(1) 部会長は、東京都保健医療局保健政策部長とする。 

(2) 部会長は、会務を総務する。 

(3) 部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長が指名する委員がその職務を代行する。 

 

５ 会 議 

部会の会議は原則として年１回とし、また必要に応じて随時開催することとし、部会長が招集する。 

 

６ 会議等の公開 

(1) 会議及び会議録は、原則として公開する。 

(2) 会議又は会議録を公開するときは、部会長は必要な条件を付することができる。 

 

７ 庶 務 

部会に関する庶務は、保健医療局保健政策部において行う。 

 

８ その他 

会長は、部会の開催にあたって、必要に応じ、３に掲げる者以外の者を出席させて意見を聞くこと

ができる。 

 

附 則 

この細則は、決定の日から施行する。 

附 則 

この細則は、平成１６年８月１日から施行する。 

附 則 
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この細則は、平成１８年１２月１２日から施行する。 

 附 則 

この細則は、令和４年４月１日から施行する。 

 附 則 

この細則は、令和５年７月１日から施行する。 

 

-5-



 

 

令和７年度 血液製剤適正使用部会報告 

 

 

１ 部会の設置目的 

      血液製剤の適正使用について協議し、輸血療法の安全性の向上を図るため、東京都献血推進協議会の下部組

織として設置 

 

 

２ 開催時期 

  令和７年１０月２１日（火曜日） 午後６時から午後７時まで（ＷＥＢ開催） 

 

 

３ 出席委員（敬称略） 

部会長  小竹 桃子 （保健医療局保健政策部長） 

委 員  田中 朝志 （東京医科大学八王子医療センター 臨床検査医学科教授） 

比留間 潔 （比留間医院院長） 

蓮沼  剛 （東京都医師会監事） 

相川 佳子 （東京科学大学病院輸血・細胞治療センター 副臨床検査技師長） 

原口 京子 （東京都立駒込病院輸血・細胞治療科医長） 

藤田  浩 （東京都立墨東病院 輸血科部長） 

牧野 茂義 （東京都赤十字血液センター所長） 

渡辺 大介 （保健医療局健康安全部薬事監視担当課長） 

  

 

４ 議事 

（１）令和７年度血液製剤適正使用推進事業の進捗状況について 

・ 東京都輸血療法研究会 

・ 血液製剤適正使用アドバイス事業 

 

（２）輸血状況調査について 

・ 令和６年輸血状況調査の結果（報告） 

・ 令和６年診療所輸血状況調査の結果（報告） 

・ 令和７年輸血状況調査の実施（内容変更箇所の検討） 
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令和７年度血液製剤適正使用推進事業 実績 

１ 東京都輸血療法研究会 

（１）世話人会 令和７年７月８日(火曜日) ＷＥＢ開催 

（１）第２４回東京都輸血療法研究会の開催に向け、実施方法、テーマ、演者等を協議 

（２）第２４回 東京都輸血療法研究会の開催 

         日   時 ： 令和７年１１月２８日（金曜日） 

         場   所 ： 都庁第一本庁舎 ５階 大会議場  

         プログラム ： 次ページのとおり 

[研究会参加者数の推移]                                           

 第２４回 

令和７年度 

第２３回 

令和６年度 

第２２回 

令和５年度 

第２１回 

令和４年度 

第１８回 

令和１年度 

第１７回 

平成３０年度 

第１６回 

平成２９年度 

医    師 ６人 ７人 ４人 1 人 ９人 １1 人 １７人 

臨床検査技師 １２３人 １００人 １０３人 １０５人 １９８人 ２５２人 ２３８人 

看 護 師 １４人 ９人 ４人 ２人 ３０人 ４３人 ２６人 

薬 剤 師 １２人 ８人 １１人 ６人 １６人 １２人 １２人 

事 務 等 １１人 ２１人 １６人 ２６人 ２８人 ２４人 ３９人 

計 １６６人 １４５人 １３８人 １４０人 ２８１人 ３４２人 ３３２人 

※第１９回～第２０回は、コロナの影響により、動画による配信のみ実施。 

２ 血液製剤適正使用アドバイス事業 

個々の医療機関における血液製剤適正使用への取組について、輸血学の専門家を派遣し、医療機関の状況

に応じた助言や最新の知見提供等を行う。令和７年度は、訪問またはweb会議方式の選択制により実施した。 

・実績：８病院（応募２１件より、新規病院、前回訪問から長期間経過している病院を優先として８病院を

選定した。４病院は訪問、４病院はweb会議方式にて実施した。） 

３ 輸血状況調査 

都内の医療機関における血液製剤の使用状況を把握し、適正使用を推進するための資料とするため実施 

（１）令和６年輸血状況調査 結果の公表（概要：資料５） 

  対象医療機関：都内633病院、調査対象期間：令和６年１月～１２月 

  調査データに基づき病床規模別の血液製剤使用量の平均値を算出。各病院の実績との対比表を作成し、自

院の現状把握に役立てていただけるよう返送 

（２）令和６年診療所輸血状況調査 結果の公表（概要：資料６） 

 対象医療機関：都内372診療所、調査対象期間：令和６年１月～１２月 

平成２８年、令和２年に続き、小規模医療機関の実態把握のため、血液製剤供給実績がある２０床未満の 

医療機関を対象に実施。 

（３）令和７年輸血状況調査の実施  

令和７年中に新規販売された製剤の追加や、名称変更した製剤名の修正および販売が終了した製剤の削除 

等、調査票を修正の上、調査を実施。 
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 - 1 -

令和 6年 東 京 都 輸 血 状 況 調 査 集 計 結 果 （ 概 要 ） 

 

１ 調査対象・回答率  

(1) 目 的 

都内の医療機関における血液製剤の使用状況等を調査し、適切な血液製剤使用の推進をしていくための資

料とする。 

(2) 対 象 

都内にある病床数20床以上の医療機関：633箇所、令和6年1月～12月を調査対象期間とし、郵送にて実

施。回収方法は、郵便、電子メールのいずれかとした。 

※令和5年調査より、精神科・神経科・心療内科単科医療機関も対象とした。 

(3) 結 果 

518機関（回答率81.8％）（前年：635機関中548機関 同86.3％）から回答が得られ、うち一般病床100

床以上の機関は196機関(同91.2％)であった。 

得られた回答は「令和6年輸血状況調査集計結果（概要）」としてまとめるとともに、100床以上の196機

関の回答を元に「評価指標」を作成した。 

(4) 報 告 

「令和6年輸血状況調査集計結果（概要）」「評価指標」を都ホームページにて掲載するとともに回答のあ

った全医療機関に送付する。また、100床以上の196機関については、「令和6年血液製剤適正使用推進に

向けた評価指標について」（個票）を作成し送付する。 

 

２ 集計結果の概要（項目別） 

(1) 輸血療法委員会の設置状況 

委員会を設置している医療機関は、418機関（80.7％）であった。 

（前年429機関 78.3％） 

一般病床 100 床以上の 196 機関でみると、委員会設置は 186 機関

(94.9％)であった。（前年193機関 96.0％） 

(2) 輸血管理料（Ⅰ・Ⅱ）の取得状況 

取得機関は215機関（41.5％）で、内訳はⅠ：59機関、Ⅱ：156機関

であった。（前年219機関40.0％ Ⅰ：62機関、Ⅱ：157機関） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸血管理料の取得状況の変化（前年対比） 
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(3) 院内採血の状況 

院内採血はなく、前年と同様である。 

 

 

(4) 輸血用血液製剤の使用状況 

ア 赤血球製剤の使用量は654,551Ｕで、前年683,713Ｕより減少した。 

 

イ 血小板製剤の使用量は1,140,401Ｕで、前年1,190,100Ｕより減少した。 

    

ウ 血漿製剤の使用量は256,744Ｕで、前年261,683Ｕとほぼ横ばいである。 

 

   エ 全血製剤（日赤製）の使用はなく、前年と同様である。 

 

オ 白血球濃厚液の使用は5機関あり、使用対象は顆粒球輸血（5人）、ドナーリンパ球輸注（21人）であ

った。 

 

カ 同種クリオプレシピテート作製本数は、新鮮凍結血漿（FFP）LR240 から 16 本（2 機関）、LR480 から

1,174本（11機関）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) ＧＶＨＤ予防のための放射線照射血液の使用状況 

輸血用血液製剤使用病院390機関中の全てが照射血を使用しており、前年の100%と同様である。 

 

 

(6) 製剤別購入・廃棄量の状況 

   ア 全血製剤は、前年と同様、購入・廃棄ともになかった。 

   イ 赤血球製剤の廃棄率は0.8％(5,001Ｕ)で、前年0.8％(5,734.5Ｕ) と横ばいである。 

   ウ 血小板製剤の廃棄率は0.3％(3,262Ｕ)で、前年0.3％(3,222Ｕ) と横ばいである。 

    エ 血漿製剤の廃棄率は1.2％(3,135Ｕ)で、前年1.3％(3,529Ｕ) より減少した。 
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(7) 疾病別及び年代別輸血状況 

・疾病別では、悪性新生物の治療に全体の34.9％が使用されており、前年（33.2％）とほぼ同様である。 

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計は必ずしも100とはならない。 

 

・年代別では、50歳以上の患者への使用が全体人数の87.6％、60歳以上 78.0％、70歳以上 64.1％で、

いずれの区分でも前年（50歳以上87.7％、60歳以上 78.2％、70歳以上 64.3％）とほぼ同様である。 

※同一人について:30日間の複数回使用は１人としてカウント。70歳以上で10歳ごとに区分できない年代については「区分不可」として合計値で表記。 
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※構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計は必ずしも100とはならない。 

 

 

 

(8) 自己血輸血の状況 

  自己血の使用量(輸血量)は32,458.3Ｕで、前年（33,248.0Ｕ）より減少した。 
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(9) 血漿分画製剤の使用状況 

血漿分画製剤（組織接着剤を含まない。）の使用量は464,001 本で、前年（483,365 本）より減少した。 

グロブリン製剤全体（特殊グロブリンを除く。）の使用量における国内献血由来使用率の割合は 75.7％

（590,730.0ｇ）で、前年86.3％（652,379.5ｇ）より国内自給率は減少した。 

グロブリン製剤(静注用)の使用量における国内献血由来製剤の割合は 84.0％ (590,729.5g)で、前年

94.4％(652,379.0g) より国内自給率は減少した。 

また、アルブミン製剤（加熱人血漿蛋白を含む。）の使用量における国内献血由来製剤の割合は、74.9％

(1,970,637.8g)で、前年76.0％(2,146,409.3g)より国内自給率は減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
※平成30年から「静注用 規格20ｇ」（国内外由来あり）を追加、令和元年（平成31年）から「皮下注用 規格1ｇ・2ｇ・4ｇ」（全て国外由来）を追加。 
※令和5年から国内献血由来使用率の算出方法を、使用本数による算出から使用量による算出に変更した。 

 

 

※機能代替製剤、複合体製剤は除く。1単位＝250IU  

※ ※ 

※ 
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※複数回答有

Ⅰ 輸血用血液製剤使用状況 Ⅱ 疾病別輸血状況

Ⅲ 年代別及び男女別輸血状況（実人数） Ⅳ 入院･外来・訪問別輸血状況

※複数回答有

男

女

【調査概要】

1. 調査対象 令和6年1月1日から同年12月31日までに血液製剤の供給実績があった、都内の診療所

2. 対象期間 令和6年1月1日から同年12月31日までの1年間

3. 調査方法 令和7年1月31日に別紙「調査票」を各医療機関管理者宛てに郵送

4. 回答方法 郵送、メール、電子回答

401

構成比

31.7%

23.8%

44.5%

1,232

1,175

80～89歳 90歳以上

150

216

合計人数

合計回数 328

2,375

30～39歳

8

入　院 57 3,159

9,967

194

65

女 26 69 85 246 448

訪問診療 112 4,433男 22 77 158 374 436

女 1 3 0 2 11 68

外　来 159年代／性別 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳

男 0 1 0 5 1

年代／性別 0～4歳 5～9歳 0～9歳 10～19歳 20～29歳

その他 0 0

合計回数 407 11,023

119組織接着剤 1 1

合計人数 2,685

不　　詳 200 不　　詳

合計人数 751

人ハプトグロビン 0 0 その他の疾患 200 そ の 他 152

（再掲）

　フィブリノゲン
1 6

損傷、中毒及び
その他の外因

10 白 血 病

血液凝固因子製剤 1 6 妊娠・分娩 78 悪性リンパ腫 29

たん白製剤 22 856
腎尿路生殖器系
（透析患者含む）

393 子　　宮

血　　漿 16 76 循 環 器 系 43 肝及び肝内胆管 26

血 小 板 48 1,930 血液及び造血器 602

全　　血 0 0 消 化 器 系 168 気管、気管支及び肺 23

グロブリン製剤 8 182
筋骨格系及び

結合組織

赤 血 球 311 7,972
悪性新生物

（白血病を含む）
751 胃 66

区　　分 施設数 使用回数 疾 病 名 実人数
悪性新生物の
内訳（再掲）

372
314 16

330 88.7%
141

84.4% 4.3% 42.7%

令和6年 診療所における輸血状況調査 集計結果

対象
施設数

回 答 数
合計 回答率

実績有 実績無 人工透析

主な機能
合計

実施回数
輸血対象 施設数

内科 産科 訪問診療外科 その他

29.7% 6.1% 29.7%5.8% 7.6%

98 20 9819 25

実人数

結腸及び直腸 50

240 乳　　房 27

資 料 ６

０～４歳、５～９歳の分類ができない場合
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(診療所)

(診療所)

(診療所)

２ 診療所の主な機能

※複数回答有。H24未調査

３ 輸血用血液製剤使用状況
(1)赤血球、血小板の使用回数が大幅に増加した。
(2)全血の使用はなかった。

7,898 407 11,023 137.0 139.6

※トロンビン（人由来）はH28に供給終了。

合計回数 281 5,066 297

0 0 0 - -その他 0 0 0

106 1 1 100.0 0.9組織接着剤 1 1 1

トロンビン（人由来） 2 6 1 16 － － - -

0 0 0 - -人ハプトグロビン 0 0 0

（再掲）
　フィブリノゲン

0 0 0

3 1 6 33.3 200.0

0 1 6 - -

993 22 856 100.0 86.2

血液凝固因子製剤 3 10 3

たん白製剤 28 1,181 22

グロブリン製剤 20 407 14

全　　血 0 0 0

167 8 182 57.1 109.0

84 16 76 80.0 90.5

0 0 0 - -

血　　漿 19 147 20

48 1,930 200.0 171.6血 小 板 19 205 24 1,125

赤 血 球 189 3,109 212 5,404 311 7,972

施設数 使用回数 施設数 使用回数 施設数

前回を100とする
指数

146.7

施設数 使用回数

147.5

84.4%

区　分
Ｈ２８ Ｒ２ Ｒ６

使用回数

輸血実績数
198 217 314 144.7

67.6% 71.4%

回答数
211 229 330 144.1

72.0% 75.3% 88.7%

令和6年 診療所における輸血状況調査 集計結果（推移）

対象施設数 293 304 372 122.4

１ 対象施設・回答数

平成28年 令和2年 令和6年 前回を100とする
指数

回答件数

人工透析 訪問診療 内科 産科 外科 その他 未記入

H28 108 27 49 23 14 17 14
R2 112 47 66 24 8 11 0
R6 141 98 98 20 19 25 0

0

50

100

150

主な機能
回答件数

1/2-16-



　　　　　

疾病別では悪性新生物の治療に約３割が使用されており、前回調査（約２割）より増加している。

５ 年代別及び男女別輸血状況（実人数）
男女ともに70歳以上への使用が全体の約8割を占めており、前回調査（約7割）より増加している。

６ 入院・外来・訪問別輸血状況
前回調査より訪問診療での輸血実施が施設数、実施回数ともに増加している。

※複数回答有。

※いずれの設問も、輸血実績があるが未回答の施設有。

実 施 回 数 実 施 回 数実 施 回 数

－ 328 9,967 －

44.5%

38.3% 159 2,375 23.8%

3,159 31.7%

合計回数 214 4,077 － 216 3,751

47.0% 112 4,433訪問診療 26 518 12.7% 51 1,764

外　来 137 1,699 41.7% 125 1,436

構成比

入　院 51 1,860 45.6% 40 551 14.7% 57

施設数 施設数
構成比 構成比

４ 疾病別輸血状況

輸血対象

Ｈ２８ Ｒ２ Ｒ６

施設数

0 100 200 300 400 500 600 700 800

悪性新生物

（白血病を含む）

血液及び

造血器

腎尿路生殖器系

（透析患者含む）

筋骨格系及び

結合組織

消化器系

妊娠・分娩

循環器系

損傷､中毒及び

その他の外因

その他の疾患

不詳

疾病別輸血状況（推移）

H28

R2

R6

（人）

2/2-17-
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令和７年度東京都の献血者確保対策 
 

 

 血液法に基づき、献血について都民の理解を深めること、日赤による献血受け入れが円滑に実施さ

れるよう支援することを目的に、以下のとおり実施した。 

 

１ 若年層への働きかけ 

（１）ＳＮＳ広告の実施 

若年層をターゲットとした広告用の動画を作成し、以下のとおりにＳＮＳ広告を実施。 

   

①広告実施媒体：ＬＩＮＥ、ＹｏｕＴｕｂｅ 

②実 施 期 間：令和8年1月7日（水）～2月28日（土） 

③実 施 結 果：表示回数 4,428,355回 

           クリック数   70,165回（目標数：60,000回） 

※いずれも令和8年2月15日時点 

 【動画URL】気持ちをアゲよっ！行こっか！献血（東京動画） 

         https://tokyodouga.metro.tokyo.lg.jp/k0mzcq5xude.html 

   

（２）インフルエンサーを活用した普及啓発の実施  

インフルエンサー３名を活用した普及啓発を実施 ※ 

※ インフルエンサーマーケティング支援事業（事業所管局：東京都政策企画局戦略広報部） 

インフルエンサー自身が、都内献血ルームで初めての献血をし、その体験を通じて感じたことな

どを投稿。 

 

①投 稿 媒 体：Instagram 

②投 稿 時 期：令和7年10月下旬 

③動画の合計再生回数：約456万回 ※令和8年2月15日時点 

   【動画URL】 

・荒井陸 ：https://www.instagram.com/p/DQYrttcE35y/ 

    ・雪見みと：（前編）https://www.instagram.com/reel/DQY5aJtkzrp/?igsh=dG82Z3Zpb2pqYzhu 

（後編）https://www.instagram.com/reel/DQbeAEQEwll/ 

・HIROKI. ：https://www.instagram.com/reel/DQY5UruAYxh/?igsh=MXRrZmhkanRyd3FhMQ== 

 

（３）知事会見にて献血呼びかけの実施 

令和7年12月26日（金）の知事会見にて、東京都知事より、若年層に向けて献血の呼びかけを

実施。 

 

資料８ 
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（４）日本赤十字社東京都支部が実施する広報費への補助   

はたちの献血キャンペーンに合わせたプロモーション実施経費等の補助 

 

（５）学校を通じた普及啓発 

①都立学校長会において、献血セミナーの実施について協力依頼 

②献血セミナー・学校献血への協力依頼文書を、都内全高校、専門学校、短大、大学に送付 

 

 

２ 献血キャンペーン 

特に献血者が減少する季節にあわせ、献血者確保のためのキャンペーンを展開 

（１）「愛の血液助け合い運動」（７月：全国展開）の実施 

①ポスター作成・掲出 

・都内全高校、専門学校、短大、大学、美術館等施設、各区市町村へ掲出依頼 

・電車中吊り広告（都営地下鉄全線）を掲出（７月中旬の７日間実施） 

②都広報誌、保健医療局広報誌（WEB）、都ホームページへの啓発記事掲載、東京都ＳＮＳ公式ア

カウント（ＬＩＮＥ、Facebook、Ｘ（旧Twitter））による情報発信 

③TBSラジオによる広報 

④都庁内での出張献血実施（３日間 ２００人） 

⑤ワイドコラボ協定締結企業等との連携 

 

（２）「はたちの献血キャンペーン」（１月・２月：全国展開）の実施   

①ポスターの作成 

都内全高校、専門学校、短大、大学、美術館等施設、各区市町村へ掲出依頼 

 

②都広報誌、保健医療局広報誌（WEB）、都ホームページへの啓発記事掲載、東京都ＳＮＳ公式ア

カウント（ＬＩＮＥ、Facebook、（旧Twitter））による情報発信 

③リーフレットの作成 

通年配布可能な内容にして作成し、以下にて周知 

・はたちの日式典、区市町村が実施する若年層対象の行事等で配布 

・区市町村が設置する「はたちの日」特設ホームページ内等でのデータ掲載 

・都ホームページにＰＤＦデータを掲載   

④TOKYO MX及びTBSラジオによる広報 

⑤都庁内での出張献血実施（３日間 １９７人） 

 

（３）春季キャンペーン（３月：都独自）の実施 

①ワイドコラボ協定締結企業等との連携 

②動画コンテンツを活用し、ポスターとともに以下にて周知（各３月上旬の７日間実施） 
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・電車内デジタルサイネージでの放映 

     JR山手線、横須賀線、総武線快速で放映 

 ・電車中吊り広告 

中央線、京浜東北線、京王線・井の頭線、都営地下鉄全線 

  ・屋外街頭ビジョンＣＭ放映 

近隣に献血ルームがあり、若者が多い、繁華街の駅付近のビジョン６か所で放映 

（６か所：新宿・渋谷・池袋・有楽町・秋葉原・立川） 

③都広報誌、都ホームページへの啓発記事掲載、東京都ＳＮＳ公式アカウント（ＬＩＮＥ、Facebook、

Ｘ（旧Twitter））による情報発信 

 

３ 複数回献血の推進 

日本赤十字社東京都支部が実施する複数回献血推進の事業費への補助   

献血Web会員サービス「ラブラッド」の事業運営費を一部補助 

 

４ 献血推進協議会の実施 

都から区市町村へ、献血推進協議会の活用や、地域活動団体と連携した献血推進活動の実施等、

献血推進にかかる取組への協力を呼びかける文書を発出した。 

 

５ 献血功労者への表彰 

献血推進に積極的に協力、貢献した個人及び都内団体に表彰状、感謝状を贈呈 

・厚生労働大臣表彰状（１団体） 

・厚生労働大臣感謝状受賞者（２団体） 

・都知事感謝状（３団体） 
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１　都内献血者数の推移

２　献血により確保した血液量

都内の献血状況

　
献血者数は、概ね目標の95％以上で推移しており、令和６年度は98.4％であった。

献血量は、目標の90％以上で推移しており、令和６年度は98.0％であった。

[資料：日本赤十字社 血液事業年度報、東京都献血推進計画]

目標

献血量

実績
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献血者数の目標と実績、達成率（都内）

目標献血者数 献血者実績 達成率（実績/目標）
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平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2 令和3 令和4 令和5 令和6

献血の目標量と確保量（都内）

目標量 献血量 達成率（実績/目標）

（万人）

（年度）

（万リットル）

（年度）

[資料：東京都赤十字血液センター資料年報、東京都献血推進計画]
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３　若年層（16～39歳）の献血者数の推移

令和６年度は、平成27年度に比べ、10代は約1.5割、20代・30代は約２割減少
している。

0

2

4

6

8

10

12

14

平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和2 令和3 令和4 令和5 令和6

若年層（10代、20代、30代）毎の献血者数の推移（都内）

16～19歳 20～29歳 30～39歳 （年度）

（万人）

[資料：東京都赤十字血液センター資料年報]
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H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

若年層の献血率の推移（都内）

１０代 ２０代 ３０代

【参考】献血推進に係る新たな中期目標「献血推進2025」（厚生労働省）

若年層の献血率の推移（東京都）及び目標値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
R10年度
目標値

5.5% 6.6% 6.2% 6.4% 6.2% 3.7% 4.9% 5.7% 5.6% 5.6%

(参考)全国 5.4% 5.2% 5.3% 5.4% 5.5% 4.2% 4.5% 4.8% 4.7% 4.7%

7.6% 7.4% 6.6% 6.2% 6.2% 5.5% 5.8% 5.9% 5.8% 5.6%

(参考)全国 6.5% 6.2% 5.7% 5.6% 5.7% 5.5% 5.5% 5.5% 5.3% 5.2%

5.6% 5.6% 5.3% 5.1% 5.3% 5.3% 5.3% 5.1% 5.2% 5.0%

(参考)全国 6.0% 5.8% 5.4% 5.3% 5.5% 5.6% 5.5% 5.4% 5.3% 5.2%
実績：（全国）厚生労働省 血液事業報告　(東京都）日本赤十字社　血液事業年度報

３０代

２０代

１０代 6.6%

6.8%

6.6%
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１ 
 

令和８年度東京都献血推進計画 
 

 

第１ 目的 

   この計画は、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（ 昭和３１年法律第１６０ 

号 ）第１０条第５項の規定に基づき、東京都における献血の推進に関する計画を定めるもので 

ある。 

 

 

第２ 令和８年度に東京都が献血により確保すべき血液の目標量 

  今年度、国から示された都が確保すべき血液の目標量は、全血採血による153,941 リットル

及び成分献血による 118,587 リットルの計272,528 リットルである。 

（令和７年度確保目標量279,468 リットルより、6,940 リットル減少） 

（単位：Ｌ） 

 全  国 東 京 都 東京都の割合 

全血献血 1,344,089 153,941 11.5％ 

成分

献血 

 

血小板(*) 298,688 42,700 14.3％  

血漿 600,014 75,888 12.6％ 

計 898,701 118,587 13.2％ 

合計 2,242,790 272,528 12.2％ 

      （＊）東京都で製造する他県分（関東甲信越地域）の製剤等を含む。 

    ※表示単位未満四捨五入の処理をしているため、合計欄と一致しない。 

 

第３ 目標量を確保するために必要な献血者数 

  東京都赤十字血液センター（以下、「血液センター」という。）と協議の上、第２の確保

すべき血液の目標量を達成するために、目標献血者数を次のとおり設定する。 

                                   （単位：人） 

 区分 献血ルーム 献血バス 出張採血 合 計 

全

血 

200mL 5,761 3,257 1,021 10,039 

400mL 241,511 105,386 32,936 379,833 

計 247,272 108,643 33,957 389,872 

成

分 

血小板 78,567 0 0 78,567 

血漿 131,292 0 0 131,292 

計 209,859 0 0 209,859 

合  計 457,131 108,643 33,957 599,731 

 

 

 

資料９ 
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第４ 目標量を確保するために必要な措置 

必要血液量及び献血者を確保するため、以下の取組を行う。 

 

 １ 献血に関する普及啓発活動の実施 

  都、区市町村は、日本赤十字社東京都支部（以下、「日赤都支部」という。）及び血液セン

ター等の関係者の協力を得て、献血により得られた血液を原料とした血液製剤の安定供給を

確保するとともに、広く都民に対し献血に関する理解と協力を求めるため普及啓発を行う。 

都内には、全国の事業所の約１５％、従業者の約１７％が集中している1。また、大学・大

学院については、全国の約１８％が設置され、学生数は約２７％に及ぶ2。このように、事業

所や大学が多く、また、他県から都に通勤・通学する昼間人口が多いという都の特性を踏ま

えた啓発を実施する。 

 

(１) 献血推進キャンペーンの実施 

都は、特に必要性が高い400ミリリットル全血献血と成分献血の推進及び普及のため、

区市町村、日赤都支部及び血液センターとともに、国のキャンペーンと連動し、７月に

「愛の血液助け合い運動」を、１月から２月まで若年層を中心とする「はたちの献血キャ

ンペーン」（冬季キャンペーン）を、３月に東京都独自の「春季キャンペーン」を実施す

る。特に若年層に対しては、WEB、SNS 等のソーシャルメディアを有効に活用する。 

また、都が独自に作成した普及啓発動画を活用し、献血について関心を持つ機会が増え

るよう、以下のように情報発信等を行う。 

① キャンペーン周知用ポスターの作成、掲出依頼、都営地下鉄やＪＲ等での車内中吊

り広告 

② 東京都広報誌、都公式ホームページの活用 

③ WEB、SNS等を活用した若年層への献血協力の呼びかけ 

④ 動画を使った広報活動（街頭ビジョンや電車内デジタルサイネージトレインチャン

ネルでの放映等）  

⑤ 東京都庁職員献血の実施 

 

さらに、献血者の裾野が広がるよう、区市町村や血液センターへ協力を求めながら、広

報を幅広く展開していく。 

 加えて、近年、需要が増大している免疫グロブリン製剤等の血漿分画製剤について、献

血から得られた血液を原料とすることや、多くの疾患の治療に欠かせないこともリーフ

レット等で周知する。 

   

 (２) 若年層対策 

①広報、ホームページ等での周知 

都及び血液センターは、献血は１６歳からでき、また、１７歳男性から 400 ミリリ

ットル全血献血が可能であること、献血には年齢制限があるため、若い方に継続的に

 
1 令和６年経済センサス―基礎調査（民営事業所）（総務省統計局） 
2 令和６年度学校基本調査（文部科学省） 
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協力いただくことが重要であること等について引き続き周知する。 

     

②新成人を中心とした若年層への啓発 

     都は区市町村の協力を得て、献血普及啓発用リーフレットを成人の日等の式典や、

区市町村が行う事業等を通じて若年層に配布・周知し、献血協力へのきっかけ作りに

取り組む。また、若年層が多く集まる場所での啓発動画の活用やリーフレットの配布

など、啓発の協力依頼を行い、献血の必要性が若年層の目にとまる機会を確保する。 

  都は、若年層が多く利用するSNS 等を活用して情報発信を行うとともに、献血ルー

ム所在地かつ若者が多く通行するエリアでの街頭ビジョン放映を行う。さらに、近隣

県からの通勤通学者が多い東京の特性を踏まえ、他県からの流入路線を含めて車内中

吊り広告の掲出を行う。 

     日赤都支部及び血液センターは、献血キャンペーン時に、WEB メディア等を活用し

た広報を実施し、特に10代、20 代の若年層を中心に 400ミリリットル全血献血及び成

分献血への協力を呼びかける。都はこれに対し、献血広報費を補助する。 

 

③学校における献血及び啓発活動の推進 

血液センターは、献血を身近に感じてもらえるよう、小・中・高・専門学校・大学生

を対象とした献血セミナーを実施する。献血セミナーの実施にあたっては、献血セミ

ナーの様子を映像化して希望者がいつでも閲覧できる環境を整備する。 

また、献血セミナーの機会等を活用し、主に献血可能年齢未満もしくは献血未経験

者である学生に対し、献血 Web 会員サービス「ラブラッド」のプレ会員としての登録

を推進する。 

都は、都立学校における献血の普及啓発を図るため、校長連絡会等を活用した教育

担当部局への献血セミナー受け入れ拡大に関する働きかけや、各学校への献血セミナ

ー実施の協力依頼を行う。 

     血液センターは、学校当局や学内組織・団体、東京都学生献血推進連盟との協働を

進め、私立を中心とした高等学校・大学・専門学校での献血者増加に積極的に取り組

む。専門学校は、東京都専修学校各種学校協会に対して協力依頼を行うなど献血者の

増加等を図る。都はこれを支援するため、各学校へ学校献血の紹介や協力依頼を行い、

実施拡大に努める。 

    

(３) 複数回献血の推進 

         血液センターは、継続的な献血協力を得るため、献血についての定期的な情報発信や継

続的な献血協力依頼を行い、効果的な依頼要請による応諾率の向上と年間献血回数の増加

を目指す。 

また、令和８年１月より、献血カード（献血手帳を含む）の運用が廃止になったこと及

び献血 Web 会員サービス「ラブラッド」には献血予約や事前問診回答機能等の複数回献血

に役立つ機能を搭載していることを踏まえ、献血者に対し、「ラブラッド」会員の登録を促

す。 

さらに、会員及び献血経験者に向けて、家族、友人、同僚などの身近な人とともに協力

することを促すなど、初回及び過去の献血から長期間経過している方が献血しやすいきっ
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かけを作り、かつ複数回協力につながるよう努める。特に初回献血者に対しては、献血に

より助かる命があることを丁寧に説明し、今後の継続的な献血への協力を呼び掛ける。 

なお、成分献血については、血小板や原料血漿を安定的に確保できるよう、同一献血者

に年間複数回の献血への協力を依頼する。 

都は、安全な献血者を安定的に確保するため、複数回献血の推進に係る経費の一部を補

助し、献血者確保を推進する。 

 

(４) 職場における献血の推進 

血液センターは、年間を通して輸血用血液製剤の安定供給を確保するため、献血者が減

少する時季、特に冬季には、定期的に協力を得ている官公庁や企業だけでなく、これまで

献血を実施していない企業等にも職場献血の協力を働きかけていく。また、企業に対して、

社員研修や社内広報等の機会に加え、オンラインを積極的に活用して献血セミナーや献血

に関する情報提供を実施する。 

また、職場に出向いての献血実施に加え、リモートワークを利用する従業員等へも配慮

し、従業員等の居住地近隣の会場での協力依頼など、企業や従業員の事情に合わせた取組

を強化する。継続して献血実施に協力いただいている企業・団体に対しては、実施回数の

増加等を依頼し、より協力を得るための方策を強化する。 

都は、包括連携協定「ワイドコラボ協定」締結企業等と連携し、職場献血実施の協力依

頼や社員向け普及啓発等を行う。 

  

 (５) 献血ルームの運営 

献血ルームにおいては、感染症対策を講ずるとともに、献血者の利便性を考慮した受け

入れ環境を整え、献血者が安心して入ることができる空間及び安全に配慮した環境を維持

する。 

また、献血者確保に資するよう、都内12か所の献血ルームについて、地域特性を考慮し

た運営を行う。 
 

（６）献血予約の推進 

献血の予約は、計画的かつ安定的な献血協力につながり、また、献血会場の混雑を回避

し、献血者の利便性を向上させることから、都及び血液センターは、献血予約の重要性を

広く周知する。 

また、血液センターは、献血者に対し「ラブラッド」の機能など、その利便性を説明す 

ることで、「ラブラッド」の登録会員を増加させ、献血予約を強化させるための基盤を構築

する。 

さらに、献血未経験者に対しては「ラブラッド」での献血の Web 予約が可能であること

を周知し、献血者に限らず広く都民に利用を呼びかける。 

また、血液センターは、献血者に対して献血 Web 会員サービス「ラブラッド」への登録

を促進し、同サービスを活用した献血予約の推進につなげる。 

さらに、「ラブラッドアプリ」の利用により、簡易な献血予約や過去の血液検査記録の閲

覧、献血カード機能があるなど利便性が向上することを周知し、利用を促進する。献血未

経験者も利用登録できることから、献血者に限らず広く都民に利用を呼びかける。 
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（７）輸血用血液製剤の在庫管理と不足時の的確な対応 

血液センターは、輸血用血液製剤（特に採血後の有効期間が短い血小板製剤及び赤血球

製剤）については、必要血液量の確保対策を講じて安定供給に努める。万一の在庫不足時

又は不足が予測される場合には、都や区市町村等の関係機関と連携し、必要血液量の確保

対策を実施する。 

都は、WEB、SNS や街頭ビジョンの活用など、広範囲かつ即時性がある方法により献血協

力を呼びかける。 

  

２ 献血推進協議会の開催 

   都は、採血事業者、学識経験者、地域の団体、報道機関等で構成される献血推進協議会を

開催し、東京都献血推進計画の策定や、献血に関する教育及び普及啓発、民間の献血組織育

成等について検討・協議する。 

都は、区市町村に対して、地方公共団体には献血について住民の理解を深めるとともに、

血液センターによる献血受け入れが円滑に進むよう必要な措置を講ずる責務があることにつ

いて周知し、区市町村献血推進協議会の活用や、地域活動団体と連携した献血推進活動の実

施について呼びかける。 

また、各区市町村のこれらの取組状況を情報収集し、その内容を都から全区市町村へ情報

提供することにより、より一層の実施を促す。 

 

３ 献血功労者表彰等 

都は、献血功労者表彰式を開催し、日頃から献血推進に積極的に協力し貢献した個人及び

団体に知事感謝状の贈呈を行う。 

また、その活動が顕著で、厚生労働大臣より表彰状及び感謝状が贈呈された個人及び団体

に対し、伝達を行う。 

 

 

第５ 血液製剤の適正使用推進について 

 

１ 血液製剤適正使用部会の開催 

献血推進協議会の部会である血液製剤適正使用部会において、医療機関への血液製剤適正

使用の周知及び普及啓発について検討・協議する。 

 

２ 輸血療法適正化支援事業の実施 

都は、各医療機関が適正な輸血療法を実施できるよう、血液製剤の適正使用や安全対策を

テーマとする講演会を血液センターと共催する。 

また、各医療機関に輸血医療の専門医師を派遣し助言を行う血液製剤アドバイス事業を実

施し、最新の知見を提供する。血液製剤アドバイス事業は、講義内容・実施方法ともに、医

療機関のニーズに合わせて実施する。 

都は、「輸血療法の手引（第４版）」（令和３年３月）について、都ホームページや講演会

など、機会を捉えて啓発を図る。 
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６ 
 

都及び血液センターは、輸血専門医が不在の小規模医療機関においても適正使用・安全対

策が進むよう、「小規模医療機関における輸血マニュアル」や「輸血手帳」が活用されるよう

普及啓発を図る。  

 

３ 輸血状況調査の実施及び評価指標の策定 

血液需要の実態把握のため、都は、昭和３９年から輸血状況調査を実施している。 

令和７年度末に実施した各医療機関への調査結果を基に「令和７年輸血状況調査集計結果」

を作成し（調査対象：病床数２０床以上の医療機関）、集計結果は、血液製剤適正使用部会

に報告するとともに、都ホームページに掲載する。 

また、結果を基に評価指標を策定し、一般病床１００床以上の医療機関に評価内容を通知

し、血液製剤適正使用への取組を支援する。（評価指標は、一般病床１００床以上３００床

未満と３００床以上の医療機関とに分けて作成する。） 

さらに、令和６年度末に別途実施した、血液製剤供給実績がある病床数２０床未満の医療

機関を対象とする調査についても、集計結果を作成し、同部会に報告後、都ホームページに

掲載する。 

 

 

第６ 日本赤十字社東京都支部への補助事業（再掲） 

  都は日赤都支部に対し、各種補助を行う。  

 

 １ 広報費補助 

  日赤都支部及び血液センターは献血キャンペーン時に、WEB メディア等を活用した広報を

実施し、特に 10代、20 代の若年層を中心に 400 ミリリットル全血献血及び成分献血への協

力を呼びかける。都はこれに対し、献血広報費の実費相当額を補助する。 

 

 ２ 複数回献血推進への補助 

  都は、日赤都支部及び血液センターが実施している複数回献血の推進に係る経費の一部を

補助し、献血者確保を推進する。 

 

 

第７ 災害時等における血液製剤の確保等 

 

１ 災害時 

都、日赤都支部、血液センター及び公益財団法人献血供給事業団は、都内で災害が発生し

た場合に「東京都地域防災計画」及び「災害時における血液製剤の供給業務に関する協定書」

に基づき、医療救護活動に必要となる血液製剤を確保する。 

併せて、防災行政無線等を利用し相互の被害状況の把握や血液製剤が円滑に供給されるた

めの供給体制の確認及び措置を速やかに講じる。 

平時においては、東日本大震災の教訓も踏まえ、日頃から大規模災害時等における対応の

シミュレーションやマニュアル等の見直しを行う。 
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７ 
 

 ２ 新興・再興感染症発生時 

血液センターは、血液製剤は医療体制の維持に不可欠なものであることを踏まえ、新興・

再興感染症の感染拡大の状況下であっても、医療需要に応じた血液製剤の安定供給を図るた

め、安心・安全な献血環境の保持と献血者及び職員への感染防止を図るとともに、様々な広

報手段を用いて、献血への協力を呼びかける。その際、ワクチンの供給・接種の動向にも注

視し、その影響を踏まえた呼びかけを行うなど、都と連携して対策を講じる。 

都は、献血協力を呼びかけるとともに、献血会場では感染症対策の実施状況等都民へ適切

な情報発信を行い、献血者の確保に努める。 

都及び区市町村は、広報や献血会場の確保など、血液センターの取組を支援する。 
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1 
 

令和８年度東京都献血推進計画 新旧対照表 

令和８年度 東京都献血推進計画（案） 令和７年度 東京都献血推進計画（案） 変更理由 

第１ 目的 

（略） 

 

 

 

第１ 目的 

この計画は、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（ 昭

和３１年法律第１６０号）第１０条第５項の規定に基づき、東京都に

おける献血の推進に関する計画を定めるものである。 

 

 

第２ 令和８年度に東京都が献血により確保すべき血液の目標量 

今年度、国から示された都が確保すべき血液の目標量は、全血採血

による 153,941 リットル及び成分献血による 118,587 リットルの計

272,528 リットルである。 

（令和７年度確保目標量 279,468 リットルより、6,940 リットル減少） 

                                  

（単位：Ｌ） 

 全  国 東 京 都 東京都の割合 

全血献血 1,344,089 153,941 11.5％ 

成分献血 

血小板(*) 298,688 42,700 14.3％  

血漿 600,014 75,888 12.6％ 

計 898,701 118,587 13.2％ 

合計 2,242,790 272,528 12.2％ 

 （＊）東京都で製造する他県分（関東甲信越地域）の製剤等を含む。                              

   ※表示単位未満四捨五入の処理をしているため、合計欄と一致しない。 

 

第 2 令和７年度に東京都が献血により確保すべき血液の目標量 

今年度、国から示された都が確保すべき血液の目標量は、全血採血

による 154,388 リットル及び成分献血による 125,080 リットルの計

279,468 リットルである。 

（令和６年度確保目標量 271,783 リットルより、7,685 リットル増加） 

                                  

                            （単位：Ｌ） 

 全  国 東 京 都 東京都の割合 

全血献血 1,358,258 154,388 11.4％ 

成分献血 

血小板(*) 294,118 44,100 15.0％  

血漿 587,653 80,979 13.8％ 

計 881,771 125,080 14.2％ 

合計 2,240,029 279,468 12.5％ 

  （＊）東京都で製造する他県分（関東甲信越地域）の製剤等を含む。 

※表示単位未満四捨五入の処理をしているため、合計欄と一致しない。 

時点更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 10
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2 
 

令和８年度 東京都献血推進計画（案） 令和７年度 東京都献血推進計画（案） 変更理由 

第３ 目標量を確保するために必要な献血者数  

（略） 

 

 

 

（単位：人）  

 

 区分 献血ルーム 献血バス 出張採血 合 計 

全

血 

200mL 5,761 3,257 1,021 10,039 

400mL 241,511 105,386 32,936 379,833 

計 247,272 108,643 33,957 389,872 

成

分 

血小板 78,567 0 0 78,567 

血漿 131,292 0 0 131,292 

計 209,859 0 0 209,859 

合  計 457,131 108,643 33,957 599,731 

第３ 目標量を確保するために必要な献血者数 

東京都赤十字血液センター（以下、「血液センター」という。）と協

議の上、第２の確保すべき血液の目標量を達成するために、目標献血

者数を次のとおり設定する。 

 

（単位：人）  

 区分 献血ルーム 献血バス 出張採血 合 計 

全

血 

200mL 6,316 3,053 774 10,143 

400mL 237,525 114,472 28,901 380,898 

計 243,841 117,525 29,675 391,041 

成

分 

血小板 82,453 0 0 82,453 

血漿 141,681 0 0 141,681 

計 224,134 0 0 224,134 

合  計 467,975 117,525 29,675 615,175 

 

 

 

 

 

 

時点更新 

第４ 目標量を確保するために必要な措置 

 必要血液量及び献血者を確保するため、以下の取組を行う。 

 

１ 献血に関する普及啓発活動の実施 

都、区市町村は、日本赤十字社東京都支部（以下、「日赤都支部」

という。）及び血液センター等の関係者の協力を得て、献血により得

られた血液を原料とした血液製剤の安定供給を確保するとともに、広

く都民に対し献血に関する理解と協力を求めるため普及啓発を行う。 

都内には、全国の事業所の約１５％、従業者の約１７％が集中して

いる 。また、大学・大学院については、全国の約１８％が設置され、

学生数は約２７％に及ぶ 。このように、事業所や大学が多く、また、

他県から都に通勤・通学する昼間人口が多いという都の特性を踏まえ

た啓発を実施する。 

第４ 目標量を確保するために必要な措置 

必要血液量及び献血者を確保するため、以下の取組を行う。 

 

１ 献血に関する普及啓発活動の実施 

 都、区市町村は、日本赤十字社東京都支部（以下、「日赤都支部」

という。）及び血液センター等の関係者の協力を得て、献血により得

られた血液を原料とした血液製剤の安定供給を確保するとともに、広

く都民に対し献血に関する理解と協力を求めるため普及啓発を行う。 

都内には、全国の事業所の約１２％、従業者の約１６％が集中して

いる 。また、大学・大学院については、全国の約１８％が設置され、

学生数は約２７％に及ぶ 。このように、事業所や大学が多く、また、

他県から都に通勤・通学する昼間人口が多いという都の特性を踏まえ

た啓発を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点更新 

 

 

 

 

-41-



3 
 

令和８年度 東京都献血推進計画（案） 令和７年度 東京都献血推進計画（案） 変更理由 

(１) 献血推進キャンペーンの実施 

都は、特に必要性が高い 400 ミリリットル全血献血と成分献血の推

進及び普及のため、区市町村、日赤都支部及び血液センターとともに、

国のキャンペーンと連動し、７月に「愛の血液助け合い運動」を、１

月から２月まで若年層を中心とする「はたちの献血キャンペーン」（冬

季キャンペーン）を、３月に東京都独自の「春季キャンペーン」を実

施する。特に若年層に対しては、WEB、SNS 等のソーシャルメディアを

有効に活用する。 

また、都が独自に作成した普及啓発動画を活用し、献血について関

心を持つ機会が増えるよう、以下のように情報発信等を行う。 

①キャンペーン周知用ポスターの作成、掲出依頼、都営地下鉄やＪ

Ｒ等での車内中吊り広告 

②東京都広報誌、都公式ホームページの活用 

③WEB、SNS 等を活用した若年層への献血協力の呼びかけ 

④動画を使った広報活動（街頭ビジョンや電車内デジタルサイネー

ジでの放映等）  

⑤東京都庁職員献血の実施 

 

さらに、献血者の裾野が広がるよう、区市町村や血液センターへ

協力を求めながら、広報を幅広く展開していく。 

加えて、近年、需要が増大している免疫グロブリン製剤等の血漿

分画製剤について、献血から得られた血液を原料とすることや、多

くの疾患の治療に欠かせないこともリーフレット等で周知する。 

 

 

(２) 若年層対策 

 ①広報、ホームページ等での周知 

（略） 

 

 

 

 

②新成人を中心とした若年層への啓発 

(１) 献血推進キャンペーンの実施 

都は、特に必要性が高い 400 ミリリットル全血献血と成分献血の推

進及び普及のため、区市町村、日赤都支部及び血液センターとともに、

国のキャンペーンと連動し、７月に「愛の血液助け合い運動」を、１

月から２月まで若年層を中心とする「はたちの献血キャンペーン」（冬

季キャンペーン）を、３月に東京都独自の「春季キャンペーン」を実

施する。特に若年層に対しては、WEB、SNS 等のソーシャルメディアを

有効に活用する。 

また、都が独自に作成した普及啓発動画を活用し、献血について関

心を持つ機会が増えるよう、以下のように情報発信等を行う。 

①キャンペーン周知用ポスターの作成、掲出依頼、都営地下鉄やＪ

Ｒ等での車内中吊り広告 

②東京都広報誌、都公式ホームページの活用 

③WEB、SNS 等を活用した若年層への献血協力の呼びかけ 

④動画を使った広報活動（街頭ビジョンやトレインチャンネルでの

放映等）  

⑤東京都庁職員献血の実施 

 

さらに、献血者の裾野が広がるよう、区市町村や血液センターへ

協力を求めながら、広報を幅広く展開していく。 

加えて、近年、需要が増大している免疫グロブリン製剤等の血漿

分画製剤について、献血から得られた血液を原料とすることや、多

くの疾患の治療に欠かせないこともリーフレット等で周知する。 

 

 

(２) 若年層対策 

①広報、ホームページ等での周知 

都及び血液センターは、献血は１６歳からでき、また、１７歳

男性から 400 ミリリットル全血献血が可能であること、献血には

年齢制限があるため、若い方に継続的に協力いただくことが重要

であること等について引き続き周知する。 

 

②新成人を中心とした若年層への啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言修正 
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4 
 

令和８年度 東京都献血推進計画（案） 令和７年度 東京都献血推進計画（案） 変更理由 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③学校における献血及び啓発活動の推進 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都は区市町村の協力を得て、献血普及啓発用リーフレットを成

人の日等の式典や、区市町村が行う事業等を通じて若年層に配

布・周知し、献血協力へのきっかけ作りに取り組む。また、若年

層が多く集まる場所での啓発動画の活用やリーフレットの配布な

ど、啓発の協力依頼を行い、献血の必要性が若年層の目にとまる

機会を確保する。 

都は、若年層が多く利用する SNS 等を活用して情報発信を行う

とともに、献血ルーム所在地かつ若者が多く通行するエリアでの

街頭ビジョン放映を行う。さらに、近隣県からの通勤通学者が多

い東京の特性を踏まえ、他県からの流入路線を含めて車内中吊り

広告の掲出を行う。 

日赤都支部及び血液センターは、献血キャンペーン時に、ＷＥ

Ｂメディア等を活用した広報を実施し、特に 10 代、20 代の若年層

を中心に 400 ミリリットル全血献血及び成分献血への協力を呼び

かける。都はこれに対し、献血広報費を補助する。 

 

③学校における献血及び啓発活動の推進 

血液センターは、献血を身近に感じてもらえるよう、小・中・

高・専門学校・大学生を対象とした献血セミナーを実施する。献

血セミナーの実施にあたっては、献血セミナーの様子を映像化し

て希望者がいつでも閲覧できる環境を整備する。 

また、献血セミナーの機会等を活用し、主に献血可能年齢未満

もしくは献血未経験者である学生に対し、献血 Web 会員サービス

「ラブラッド」のプレ会員としての登録を推進する。 

都は、都立学校における献血の普及啓発を図るため、校長連絡

会等を活用した教育担当部局への献血セミナー受け入れ拡大に関

する働きかけや、各学校への献血セミナー実施の協力依頼を行う。 

血液センターは、学校当局や学内組織・団体、東京都学生献血

推進連盟との協働を進め、私立を中心とした高等学校・大学・専

門学校での献血者増加に積極的に取り組む。専門学校は、東京都

専修学校各種学校協会に対して協力依頼を行うなど献血者の増加

等を図る。都はこれを支援するため、各学校へ学校献血の紹介や

協力依頼を行い、実施拡大に努める。 
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5 
 

令和８年度 東京都献血推進計画（案） 令和７年度 東京都献血推進計画（案） 変更理由 

（３）複数回献血の推進 

血液センターは、継続的な献血協力を得るため、献血についての

定期的な情報発信や継続的な献血協力依頼を行い、効果的な依頼要

請による応諾率の向上と年間献血回数の増加を目指す。 

また、令和８年１月より、献血カード（献血手帳を含む）の運用

が廃止になったこと及び献血 Web 会員サービス「ラブラッド」には

献血予約や事前問診回答機能等の複数回献血に役立つ機能を搭載し

ていることを踏まえ、献血者に対し、「ラブラッド」会員の登録を促

す。 

さらに、会員及び献血経験者に向けて、家族、友人、同僚などの

身近な人とともに協力することを促すなど、初回及び過去の献血か

ら長期間経過している方が献血しやすいきっかけを作り、かつ複数

回協力につながるよう努める。特に初回献血者に対しては、献血に

より助かる命があることを丁寧に説明し、今後の継続的な献血への

協力を呼び掛ける。 

なお、成分献血については、血小板や原料血漿を安定的に確保で

きるよう、同一献血者に年間複数回の献血への協力を依頼する。 

都は、安全な献血者を安定的に確保するため、複数回献血の推進

に係る経費の一部を補助し、献血者確保を推進する。 

 

 

（４）職場における献血の推進 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）複数回献血の推進 

血液センターは、継続的な献血協力を得るため、献血についての

定期的な情報発信や継続的な献血協力依頼を行い、効果的な依頼要

請による応諾率の向上と年間献血回数の増加を目指す。 

また、献血 Web 会員サービス「ラブラッド」会員になっていただ

くため、ラブラッドでの献血予約や事前問診機能等のメリットを伝

え、登録を促す。 

 

 

さらに、会員及び献血経験者に向けて、家族、友人、同僚などの

身近な人とともに協力することを促すなど、初回及び過去の献血か

ら長期間経過している方が献血しやすいきっかけを作り、かつ複数

回協力につながるよう努める。 

 

 

なお、成分献血については、血小板や原料血漿を安定的に確保で

きるよう、同一献血者に年間複数回の献血への協力を依頼する。 

都は、安全な献血者を安定的に確保するため、複数回献血の推進

に係る経費の一部を補助し、献血者確保を推進する。 

 

 

（４）職場における献血の推進 

血液センターは、年間を通して輸血用血液製剤の安定供給を確保

するため、献血者が減少する時季、特に冬季には、定期的に協力を

得ている官公庁や企業だけでなく、これまで献血を実施していない

企業等にも職場献血の協力を働きかけていく。また、企業等に対し

て、社員研修や社内広報等の機会に加え、オンラインを積極的に活

用して献血セミナーや献血に関する情報提供を実施する。 

また、職場に出向いての献血実施に加え、リモートワークを利用

する従業員等へも配慮し、従業員等の居住地近隣の会場での協力依

頼など、企業や従業員の事情に合わせた取組を強化する。継続して

献血実施に協力いただいている企業・団体に対しては、実施回数の

増加等を依頼し、より協力を得るための方策を強化する。 

 

 

 

 

血液センターの

取組内容の反映 

 

 

 

 

 

 

血液センターの

取組内容の反映 
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6 
 

令和８年度 東京都献血推進計画（案） 令和７年度 東京都献血推進計画（案） 変更理由 

 

 

 

 

（５）献血ルームの運営 

献血ルームにおいては、感染症対策を講ずるとともに、献血者の

利便性を考慮した受け入れ環境を整え、献血者が安心して入ること

ができる空間及び安全に配慮した環境を維持する。 

また、献血者確保に資するよう、都内 12 か所の献血ルームについ

て、地域特性を考慮した運営を行う。 

 

 

（６）献血予約の推進 

献血の予約は、計画的かつ安定的な献血協力につながり、また、

献血会場の混雑を回避し、献血者の利便性を向上させることから、

都及び血液センターは、献血予約の重要性を広く周知する。 

また、血液センターは、献血者に対し「ラブラッド」の機能など、

その利便性を説明することで、「ラブラッド」の登録会員を増加させ、

献血予約を強化させるための基盤を構築する。 

さらに、献血未経験者に対しては「ラブラッド」での献血の Web

予約が可能であることを周知し、献血者に限らず広く都民に利用を

呼びかける。 

 

 

 

（７）輸血用血液製剤の在庫管理と不足時の的確な対応 

（略） 

 

 

 

 

 

 

都は、包括連携協定「ワイドコラボ協定」締結企業等と連携し、

職場献血実施の協力依頼や社員向け普及啓発等を行う。 

 

 

（５）献血ルームの運営 

献血ルームにおいては、感染症対策を講ずるとともに、献血者の

利便性を考慮した受け入れ環境を整え、献血者が安心して入ること

ができる空間及び安全に配慮した環境を維持する。 

また、献血者確保に資するよう、都内 13 か所の献血ルームについ

て、地域特性を考慮した運営を行う。 

 

 

（６）献血予約の推進 

献血の予約は、計画的かつ安定的な献血協力につながり、また、

献血会場の混雑を回避し、献血者の利便性を向上させることから、都

及び血液センターは、献血予約の重要性を広く周知する。 

また、血液センターは、献血者に対して献血 Web 会員サービス「ラ

ブラッド」への登録を促進し、同サービスを活用した献血予約の推進

につなげる。 

さらに、「ラブラッドアプリ」の利用より、簡易な献血予約や過去

の血液検査記録の閲覧、献血カード機能があるなど利便性が向上する

ことを周知し、利用を促進する。献血未経験者も利用登録できること

から、献血者に限らず広く都民に利用を呼びかける。 

 

 

（７）輸血用血液製剤の在庫管理と不足時の的確な対応 

血液センターは、輸血用血液製剤（特に採血後の有効期間が短い

血小板製剤及び赤血球製剤）については、必要血液量の確保対策を

講じて安定供給に努める。万一の在庫不足時又は不足が予測される

場合には、都や区市町村等の関係機関と連携し、必要血液量の確保

対策を実施する。 

都は、WEB、SNS や街頭ビジョンの活用など、広範囲かつ即時性が

ある方法により献血協力を呼びかける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状にあわせて

更新 

 

 

 

 

 

 

血液センターの

取組内容の反映 

及び文言整理 
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7 
 

令和８年度 東京都献血推進計画（案） 令和７年度 東京都献血推進計画（案） 変更理由 

２ 献血推進協議会の開催 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 献血功労者表彰等  

 （略） 

 

 

 

 

 

 

第５ 血液製剤の適正使用推進について 

 

１ 血液製剤適正使用部会の開催 

（略） 

 

 

 

 

２ 輸血療法適正化支援事業の実施 

（略） 

２ 献血推進協議会の開催 

 都は、採血事業者、学識経験者、地域の団体、報道機関等で構成

される献血推進協議会を開催し、東京都献血推進計画の策定や、献

血に関する教育及び普及啓発、民間の献血組織育成等について検

討・協議する。 

都は、区市町村に対して、地方公共団体には献血について住民の

理解を深めるとともに、血液センターによる献血受け入れが円滑に

進むよう必要な措置を講ずる責務があることについて周知し、区市

町村献血推進協議会の活用や、地域活動団体と連携した献血推進活

動の実施について呼びかける。 

また、各区市町村のこれらの取組状況を情報収集し、その内容を

都から全区市町村へ情報提供することにより、より一層の実施を促

す。 

 

 

３  献血功労者表彰等 

都は、献血功労者表彰式を開催し、日頃から献血推進に積極的に

協力し貢献した個人及び団体に知事感謝状の贈呈を行う。 

また、その活動が顕著で、厚生労働大臣より表彰状及び感謝状が

贈呈された個人及び団体に対し、伝達を行う。 

 

 

 

第５ 血液製剤の適正使用推進について 

 

１ 血液製剤適正使用部会の開催 

献血推進協議会の部会である血液製剤適正使用部会において、医療

機関への血液製剤適正使用の周知及び普及啓発について検討・協議す

る。 

 

 

２ 輸血療法適正化支援事業の実施 

都は、各医療機関が適正な輸血療法を実施できるよう、血液製剤
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8 
 

令和８年度 東京都献血推進計画（案） 令和７年度 東京都献血推進計画（案） 変更理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 輸血状況調査の実施及び評価指標の策定 

血液需要の実態把握のため、都は、昭和３９年から輸血状況調査

を実施している。 

令和７年度末に実施した各医療機関への調査結果を基に「令和７

年輸血状況調査集計結果」を作成し（調査対象：病床数２０床以上

の医療機関）、集計結果は、血液製剤適正使用部会に報告するととも

に、都ホームページに掲載する。 

また、結果を基に評価指標を策定し、一般病床１００床以上の医

療機関に評価内容を通知し、血液製剤適正使用への取組を支援する。

（評価指標は、一般病床１００床以上３００床未満と３００床以上

の医療機関とに分けて作成する。） 

 

 

 

 

 

第６ 日本赤十字社東京都支部への補助事業（再掲） 

都は日赤都支部に対し、各種補助を行う。 

 

１ 広報費補助 

の適正使用や安全対策をテーマとする講演会を血液センターと共催

する。 

また、各医療機関に輸血医療の専門医師を派遣し助言を行う血液

製剤アドバイス事業を実施し、最新の知見を提供する。血液製剤ア

ドバイス事業は、講義内容・実施方法ともに、医療機関のニーズに

合わせて実施する。 

都は、「輸血療法の手引（第４版）」（令和３年３月）について、都

ホームページや講演会など、機会を捉えて啓発を図る。 

都及び血液センターは、輸血専門医が不在の小規模医療機関にお

いても適正使用・安全対策が進むよう、「小規模医療機関における輸

血マニュアル」や「輸血手帳」が活用されるよう普及啓発を図る。 

 

 

３ 輸血状況調査の実施及び評価指標の策定 

血液需要の実態把握のため、都は、昭和３９年から輸血状況調査

を実施している。 

令和６年度末に実施した各医療機関への調査結果を基に「令和６

年輸血状況調査集計結果」を作成し（調査対象：病床数２０床以上

の医療機関）、集計結果は、血液製剤適正使用部会に報告するととも

に、都ホームページに掲載する。 

また、結果を基に評価指標を策定し、一般病床１００床以上の医

療機関に評価内容を通知し、血液製剤適正使用への取組を支援する。

（評価指標は、一般病床１００床以上３００床未満と３００床以上

の医療機関とに分けて作成する。） 

さらに、令和６年度末に別途実施した、血液製剤供給実績がある

病床数２０床未満の医療機関を対象とする調査についても、集計結

果を作成し、同部会に報告後、都ホームページに掲載する。 

 

 

第６ 日本赤十字社東京都支部への補助事業（再掲） 

 都は日赤都支部に対し、各種補助を行う。 

 

１ 広報費補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査実施済のた

め、文言削除 
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9 
 

令和８年度 東京都献血推進計画（案） 令和７年度 東京都献血推進計画（案） 変更理由 

（略） 

 

 

 

 

 

２ 複数回献血推進への補助 

（略） 

 

 

 

第７ 災害時等における血液製剤の確保等 

１ 災害時 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 新興・再興感染症発生時 

（略） 

 日赤都支部及び血液センターは献血キャンペーン時に、WEB メディ

ア等を活用した広報を実施し、特に 10 代、20 代の若年層を中心に

400 ミリリットル全血献血及び成分献血への協力を呼びかける。都は

これに対し、献血広報費の実費相当額を補助する。 

 

 

２ 複数回献血推進への補助 

 都は、日赤都支部及び血液センターが実施している複数回献血の

推進に係る経費の一部を補助し、献血者確保を推進する。 

 

 

第７ 災害時等における血液製剤の確保等 

１ 災害時 

都、日赤都支部、血液センター及び公益財団法人献血供給事業団

は、都内で災害が発生した場合に「東京都地域防災計画」及び「災

害時における血液製剤の供給業務に関する協定書」に基づき、医療

救護活動に必要となる血液製剤を確保する。 

併せて、防災行政無線等を利用し相互の被害状況の把握や血液製

剤が円滑に供給されるための供給体制の確認及び措置を速やかに講

じる。 

平時においては、東日本大震災の教訓も踏まえ、日頃から大規模

災害時等における対応のシミュレーションやマニュアル等の見直し

を行う。 

 

２ 新興・再興感染症発生時 

血液センターは、血液製剤は医療体制の維持に不可欠なものである

ことを踏まえ、新興・再興感染症の感染拡大の状況下であっても、医

療需要に応じた血液製剤の安定供給を図るため、安心・安全な献血環

境の保持と献血者及び職員への感染防止を図るとともに、様々な広報

手段を用いて、献血への協力を呼びかける。その際、ワクチンの供給・

接種の動向にも注視し、その影響を踏まえた呼びかけを行うなど、都

と連携して対策を講じる。 

都は、献血協力を呼びかけるとともに、献血会場では感染症対策の
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10 
 

令和８年度 東京都献血推進計画（案） 令和７年度 東京都献血推進計画（案） 変更理由 

実施状況等都民へ適切な情報発信を行い、献血者の確保に努める。 

都及び区市町村は、広報や献血会場の確保など、血液センターの取

組を支援する。 
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